
公営事業答申第 ２ 号 

令和 ８ 年 ８ 月  日 

 

由利本荘市長  湊  貴 信  様 

 

由利本荘市公営事業経営検討委員会 

委員長 金 澤 伸 浩 

答 申 書 （案） 

令和８年４月６日付けで諮問のあった「水道料金の適正水準について」、水道事業の財政

シミュレーション、経営分析、総括原価の算定及び料金体系の検討結果を踏まえ、慎重に

審議を行った結果、次のとおり答申する。 

 

１．水道事業の現状について 

本市の水道事業は、市民生活や地域経済活動を支える重要なライフラインとして、安全

で安心な水道水の供給に大きな役割を果たしている。 

 しかしながら、本市は秋田県内で最も広い行政面積を有しながら人口密度は低く、水道

施設及び管路が広域かつ分散的に配置されているという特徴を有している。浄水場及び配

水場の数は県内最多であり、管路延長も県内有数の規模となっていることから、施設及び

管路の維持管理費が高くなりやすい経営構造にある。 

また、給水人口及び有収水量の減少、施設及び管路の老朽化、耐震化への対応、物価及

び人件費の上昇に加え、鳥海ダム整備に関連した施設再構築事業や渇水対策事業など、将

来にわたり多額の投資需要が見込まれており、水道事業を取り巻く経営環境は一層厳しさ

を増している。 

 

２．料金改定の必要性について 

本委員会に示された財政シミュレーションによれば、現行料金を維持した場合、令和１

０年度以降は経常収支が赤字に転じ、令和１３年度には約３億円の赤字が見込まれるほか、

経常収支比率は８７．０％、料金回収率は７４．０％まで低下する見通しである。 

 また、令和７年度における料金回収率は８４．４４％であり、給水に必要な費用の一部

を料金収入以外から依存している状況にある。 

水道事業は市民生活に不可欠な公共サービスであり、公衆衛生の向上及び生活基盤の維

持に重要な役割を担っている。一方で、本市においては企業局による独立採算を基本とし



た事業運営が行われており、将来にわたり安全で安定した給水サービスを維持するために

は、適正な財源の確保が必要である。このことから、本委員会は水道料金の改定はやむを

得ないものと判断する。 

 

３．適正な料金水準について 

本委員会では、公益財団法人日本水道協会が定めた「水道料金算定要領」に基づく総括

原価方式による料金算定について検証を行った。 

その結果、「料金算定期間を令和９年度から令和１３年度までの５年間とする」こと、「総

括原価方式を採用する」こと、経常収支比率及び料金回収率１００％以上とする」ことに

ついては妥当であると判断する。 

将来の施設更新需要に備えるための資産維持費については、標準３％とされているもの

の、市民負担への影響と将来の施設更新財源の確保との均衡を図る観点から、対象資産に

対する資産維持率を０．４％とすることが現実的な判断であると認められる。 

資産維持率０．４％による総括原価は１１３億８，９２２万８千円となり、現行料金収

入見込額との差額を解消するためには、平均改定率３６．９％が必要である。この改定率

により、料金算定期間中において経常収支比率及び料金回収率１００％以上を確保できる

見込みであり、将来の施設更新及び安定給水の確保に必要な水準として理解する。 

 

４．料金体系について 

本委員会では、「水道料金算定要領」に準拠した料金体系と、これを基に市民負担に配慮

した複数の調整案について比較検討を行った。その結果、口径１３ｍｍから２５ｍｍまで

の利用者負担の平準化を図り、一般家庭及び小規模事業者への影響に配慮した調整案を基

本として料金体系を見直すことが適当であると判断する。 

その理由は、次のとおりである。 

（１）一般家庭への配慮 

最も利用者数の多い１３ｍｍ及び２０ｍｍ口径利用者への影響を緩和していること。 

（２）料金算定要領との整合 

公益財団法人日本水道協会の「水道料金算定要領」に基づく料金体系を基本としなが

ら、現状の利用実態を踏まえ、一般家庭及び小規模事業者への急激な負担増を緩和する

ための調整を行っていること。 

（３）経営改善効果 

総括原価を概ね確保し、料金回収率１００％以上を確保できる体系であること。 

 

５．附帯意見 



委員会では、料金改定を市民に求める以上、市においても最大限の経営努力を継続すべ

きとの意見が多く出された。このため、市においては次の事項に取り組まれたい。 

（１）施設再構築及び最適化の推進 

鳥海ダム整備事業等を契機として、浄水場、配水施設及び管路網を含めた水道システ

ム全体の再構築を進めるとともに、施設の規模、配置及び運用方法の最適化に向けた計

画を策定し、その内容を積極的に市民へ公表すること。 

（２）アセットマネジメントの推進 

老朽管更新及び耐震化を計画的に推進し、将来の事業費平準化に努めること。 

（３）有収率の向上 

漏水対策及び管路更新を進め、有収率の改善に努めること。 

（４）デジタル技術の活用 

スマートメーター導入等については、費用対効果及び人的資源不足への対応を十分検

証しながら進めること。 

（５）料金改定率について 

市民負担の軽減を図る観点から、今後も施設再構築、維持管理費の縮減、有収率の向上

等の経営改善に継続して取り組み、料金改定率を可能な限り抑制するよう努められたい。 

（６）継続的な料金検証 

人口減少や物価動向等を踏まえ、定期的な経営分析と料金水準の見直しを行うこと。 

（７）料金改定時期について 

料金改定の実施時期については、冬期間の推定使用水量精算事務との重複を避け、市

民への説明及び料金徴収事務の円滑化を図る観点から、令和９年７月とすること。 

 

６．市民への説明責任 

本委員会では、市民理解を得るためには、単に料金改定率を示すだけではなく、水道事

業全体の現状や将来像を分かりやすく説明することが重要であるとの意見が多く出された。 

特に、施設再構築の方向性、その決定根拠及び費用効果は、水道事業の将来コストに大

きく影響することから、計画策定段階から積極的な情報公開に努められたい。 

また、次の事項について丁寧な説明を行い、市民理解の促進に努められたい。 

・本市の水道事業全体の現状と将来計画 

・施設再構築及び鳥海ダム活用計画 

・人口減少による収入減少 

・管路及び施設更新の必要性 

・ABC 分析による原価構造 



・他自治体との違い 

・市が進める経営改善の取組 

 

結論 
本委員会は、本市水道事業を将来にわたり持続可能なものとし、安全で安心な水道水を

安定的に供給し続けるためには、水道料金の改定は必要であると判断する。 

 また、料金水準については、一般家庭への影響に配慮した下表の改定案を基本として見

直しを行うことが適当である。 

 あわせて、施設再構築、老朽施設更新、経営効率化及び市民への丁寧な説明を着実に進

め、将来にわたり持続可能な水道事業の運営に努められたい。 

  



水道料金の適正水準（料金改定の内容） 

 

  

 

    

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

 

 

  

 

    

      

      

      

      

      

      

      

      

      



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

  

 

    

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 


